
１  ０  番  通告２番、10番議員、片野昭です。さきの３月定例会において、私も

任期満了後の町長の去就を質問いたしました。しかしながら、明確な答

えをいただけませんでした。ただいま通告１番、瀬戸議員の質問に対

し、町長から、次期町政を担おうとするはっきりとした意思が示されま

したので、前回の私の質問に対する回答でもあったものと受けとめまし

た。 

町長在任４期16年、この間、トーヨーボールの跡地問題や第一生命の本

社機能移転など多くの難題に直面されるも、解決へと導かれた手腕、神奈

川県町村情報システム共同事業や、消防広域化など、広域行政で見せられ

たリーダーシップは高く評価しております。ただいま５期目への意欲を

表明されたところでありますが、折しも町政運営の手腕により、本町の将

来の存亡にかかわるような報道が先月ありました。町長の描く町の将来

像にも関係するものと思いますので、通告に従い、その考えを伺います。 

去る５月８日、民間の政策発信組織である日本創成会議は、2010年から

2040年まで人口の再生産を中心に担う20～39歳の女性人口が５割以下に

減少する自治体を消滅可能性都市とし、その数は全国の自治体数の

49.8％、896自治体にも上ると発表しました。 

翌日の新聞で50.8％の減少をもって消滅可能性都市に大井町が記載さ

れており、寝耳に水の話で、強い衝撃を受けたところです。また、この話

題は町民からも聞くところになっております。 

そこで、次の２点について質問いたします。１つ目として、昨年、国立

社会保障人口問題研究所が発表した本町の2040年の人口推計は、１万

4,336人でありました。国立社会保障人口問題研究所発表数値は、本町に

おいても将来のまちづくりを進める上で参考にされているものと思いま

すが、今回、創成会議は、同年の人口推計を１万3,329人と発表していま

す。その差は1,007人、率にして７％の減となりますが、この乖離した数

値を含め、今回の発表をどのように受けとめられたか、伺います。 

２点目として、成長戦略の１つとして位置づけられている金子吉原地

区土地区画整理事業につきましては、本年度までに組合設立認可を得る

としています。本町の人口増加策がいよいよ事業化される運びとなるわ

けですが、今回の消滅可能性都市の発表は、今後の宅地販売などに少なか

らず影響を及ぼすのではないかと懸念します。手だてを講じる考えをお

伺いします。 

以上、１回目の質問といたします。 

議     長  町長。 

町     長  通告２番、片野昭議員の消滅可能性都市の一自治体としての発表をど



う受けとめているのかというようなことでございますが、私も大変驚い

たところでございますし、また、そのような指摘がなされ、我々含め、

町民の皆さん方も危機感を持つというようなことも必要じゃなかろうか

なというような、そういう点では、いいシグナルを送ってくれたなとい

うように思うところでございます。 

人口減少社会というようなことでございまして、議員御指摘のように、

日本創成会議は、東日本大震災から復興、新しい国づくりの契機としてい

こうというようなことで、2011年５月に発足した会議でございまして、座

長は、前岩手県知事の、また総務大臣をお務めになられました増田寛也さ

んでございまして、ほかに経済界、労働界の代表や大学教授からなどで構

成されているところでございます。 

復興の過程で、既得権や古い弊害の聖域なき見直しを求めていくこと

を表明し、2011年に第１回提言「エネルギー創生」、12年に第２回提言「地

域開国：グローバル都市創成」など発表しました。そして今回、５月８日

に、この会議の人口減少問題検討分科会が、成長続ける21世紀のための

「ストップ少子化・地方元気戦略」を発表したところでございます。 

この発表の冒頭、基本姿勢として、「不都合な真実を正確かつ冷静に認

識する」、「対策は早ければ早いほど効果がある」、「基本は、若者や女性が

活躍できる社会をつくり上げる」のこの３点を掲げ、人口減少を克服する

道は、今まさに官民挙げて取り組んでいる政策と同一線上にあるものと

結んでおります。この中で、国民の希望出生率の実現を掲げ、第２基本目

標に、地方から大都市へ若者が流出する人の流れを変える、東京一極集中

に歯どめをかけるとしています。この中で、地方から大都市への若者の流

出のもたらす人口減少の最大の要因として、人口の再生産力をあらわす

簡明な指標としまして、若年女性、いわゆる20歳から39歳の女性人口に着

目をいたし、若年女性が高い割合で流出し、急激に減少するような地域で

は、幾ら出生率が上がっても、将来的には消滅するおそれが高いと記述し

ておるわけでございます。これが消滅可能性都市というフレーズを生ん

だというようなことでございます。 

そのような中で、人口移動は一定に収束をするというようなことを、今

まで前提として物事がなされてきました。学校へ入っても地方へ帰ると

いうようなこと言われました。そういうようなことでなくして、地方へそ

のまま卒業後生活をしてしまうというようなことが、今の減少にあるん

じゃなかろうかなというように思うわけでございまして、これらのデー

タから、2010年から2040年にかけて半分以下になる自治体比率は20.7％、

このデータを基礎に人口移動が収束しないと仮定したとき、半分以下に



なる自治体は896市町村、49.8％と推計がされておって、その中に大井町

も入っているわけでございます。この中で、人口１万人未満の523団体が

消滅の可能性が高いと報道されたわけでございます。そんな中で、国も５

月31日に閣議で、経済財政運営の基本方針、骨太の方針の原案を明らかに

されまして、デフレ脱却と経済再生の次に乗り越えなければならない最

大のハードルといたしまして、人口減問題の克服と位置づけたところで

ございます。50年後も１億人の人口を保つため、抜本的な少子化対策を進

め、人口減と低成長の悪循環を断ち切るというようなことを強調したわ

けでございます。 

人口の減少については本当に危機感を感じているところでございます

し、大井町も数年前までは特殊出生率は神奈川県下でも１番を示してた

ときもあろうかと思います。今でも大井町の児童数の率は、県下でも高い

水準を持っているところでございますが、近年では出生が減っておると

いうようなことでございます。そんなことで、私自身も衝撃を受けました

し、多くの町民の方もお受けになったかと思います。しかしながら、ある

面では、冷静に受けとめていらっしゃるのではなかろうかなと思います

し、近隣のそう言われた町の首長さんも冷静にお受けとめになってると

いうようなことでございます。 

そのような中で、本年、足柄上地区の広域行政協議会では、私が専門部

会長となりまして、足柄上地区の基礎的自治体のあり方について検討を

進め始めたところでございます。これは、既に人口減少問題を折り込んだ

中で、今後の自治体のあり方について検討していこうというようなこと

を提案させていただいたものでございます。 

また、庁内の幹部職員で構成するところの政策推進会議においても、大

井町として対応すべき着想を見出し、早急に対処すべきであるというよ

うな観点から議論を始めておるところでございます。これにはいろんな

有識者から町を検証していただいて、定住促進、また若い人たちに住んで

いただけるような、そんなまちづくりにどう改善していったらいいのか

というようなことも検証していただこうと、そんな考えを持っていると

ころでございます。 

私は、国がどんどん法律を、国会のたびにつくるんですが、全部後追い

なんですね。地方は、このようになっていくというのは、私は目に見えて

たんじゃなかろうかなと思いますし、私どもの今いる保健師さんは、高齢

者の対応だとか乳幼児の対応だとかしておりますが、そして、あと少子化

対策もやっております。しかしながら、今、30年前の保健師の仕事は、何

をやったかというと、やはり出産抑制、家族計画等の仕事だったんです。



もう既に30年前から、こういう兆候は見られたんですね。人口減少、出生

率が低下する。これがやはり、私は幾ら法律が法律がといっても、法律が

後追いじゃなかろうかなと思います。そして今、我々は都市計画法によっ

て土地利用なんかも縛られていると言ったらおかしいんですけど、それ

によってやっているわけでございますが、都市計画法ができたのは昭和

40年代の初めなんです。当時は公害問題だとか、それから人口はどんどん

ふえる、スプロール化は進む、土地投機だとか、こんな問題があって、将

来国土をきちっとした姿で発展を遂げることができないというようなこ

とで都市計画法できたわけでしょ。しかしながら、どんどんどんどん地方

も、今の都市計画法で縛ったり、よくなったりするよりも、新たな時代に

即応した都市計画法に直すべきじゃなかろうかなというのが私の持論で

もあるわけでございますが、こういうところが国のおくれておるところ

でございます。 

そんな中、町におきましても、第５次総合計画の後期基本計画の策定の

年でもありますので、定住促進に向けた取り組みをここで手がけていき

たいというように考えるところでございます。 

それから、そんなこと言いましても、町にも先般、ある民間企業が100

戸ほどの住宅造成の話が来たわけでございますが、これらはいい住宅地

になれば、また業者の皆さん方にしていただければ、これもいいことじゃ

なかろうかなと、ぜひ町もいい住宅地、いい環境づくりができるんなら応

援していきたいというようなことを述べさせていただきました。しかし

ながら、無責任な開発をするんであれば、町は、やはりそれには協力いた

しかねるというようなことも明言をさせていただいたところでございま

す。 

２点目の土地区画整理事業を進めておるところの金子吉原地区でござ

いますが、神奈川県の第６回の線引き見直しによりまして、平成21年９月

に計画人口約1,000人とする特定保留区域に位置づけられたものでござ

います。そして、市街化区域の編入を目指して、今この事業の促進を図っ

ておるところでございまして、この保留地に位置づけられたものは、大き

く３項目の要件が整うことが必要とされているわけでございますが、１

点目としまして、おおむね10年後まででございますが、人口の増加や産業

活動の増大等を予測し、それらの受け皿として必要な新規市街地の面積

を算出することとしているわけでございます。 

２点目は、新規の市街化区域候補地が幹線道路や鉄道サービスなど交

通アクセス等の基礎的条件を備えていることや、従前の土地利用を廃止

して、市街地とすることに関係方面の理解が得られること。 



３項目目は、市街化区域へ編入後に計画的な宅地開発が行われるよう

に、土地区画整理事業などが保証されていることでございます。そんな中

で、土地区画整理事業は区画道路や公園の整備、上下水道や調整池等の給

排水の整備等も行うことにより、地区の安全性、また利便性が向上し、良

好な市街地の形成を図るために大変な有効な手段だというような認識の

もとに取り組んでおるところでございます。 

当地区は周辺に学校施設が隣接しておったり、生涯学習センターや体

育館等の公共施設も集積されており、御殿場線相模金子駅や、スーパーな

どの商業施設も徒歩圏内にあることから、生活の利便性の高い環境にあ

る地区であるというような判断をしておるところでございます。また、都

市計画道路金子開成和田河原線においては、本年３月に足柄紫水大橋が

開通したことにより、開成町、南足柄市などへの交通アクセスが向上し、

地域間交流や交通利便性が高まりました。引き続き、この地区の北側を通

過するさがみ縦貫道路から国道255号線までの区間について県へ早期整

備を要望しておるところでございます。町としても必要な協力は惜しみ

なく続けてまいりたいと考えておるところでございます。 

また、当町から望む富士、箱根連山の眺望、また豊かな自然はすばらし

い環境でありまして、また、地区内に計画している、この中に約２ヘクタ

ールの公園につきましても町全体の魅力アップにつながるものではなか

ろうかなというようなことを思い、土地区画整理事業の促進を図ってま

いろうというような考えでございます。 

そんな中で、民間の政策発信組織でございます日本創成会議が発表し

た消滅可能性都市というものは、確かにマイナスのイメージになろうか

と思いますが、自治体が消滅するというのは、どのような状態になるか、

明確になってないわけでございまして、特にこの地域は、やはり鎌倉幕府

ができるころから、人がだんだんと定住し始めてきた、そういう点では歴

史の浅い地域でありますが、その前から、縄文、弥生時代からの集落があ

ったというようなことは、非常に住みやすいところじゃなかろうかなと

いうように思いますので、そんなことを払拭できるような町政に取り組

んでまいりたいというように思うところでございます。これら一つのス

ケールを当てられて、こういうような指標が出たんじゃなかろうかなと、

思い起こせば、第一生命さんの再編移転の問題等も大きく影響してきて

いるのかなと思いますし、そういう過去のことは元に戻すということは

できないわけでございますが、新たな、さらに将来に向けてのスタート台

に乗り、またスタートを切っていくことができればいいなというような

ことでございますので、この北側の区画整理だとか、新たな民間業者によ



る住宅開発だとかというものの理解を、監視しながら理解を示してまい

りたいと思います。こんなことによって、消滅にならないような努力をし

ていくことが私に課せられた一つじゃなかろうかなと思います。また議

会の皆さん方も、そんなことを日々お考えいただいておりますので、そん

な応援をいただきながら頑張ってまいりたいと考えるところでございま

す。 

以上、答弁とさせていただきます。 

１  ０  番  再質問に入りますが、先ほど答弁内容と重複することがあろうかと思

いますけども、お許しいただきたいと思います。 

私は、このたびの創成会議の発表は、一向に進まない少子化対策への厳

しい警告ではなかろうかなというふうに感じております。折しもきのう

の夕方、ＮＨＫのテレビで、創成会議の内容について、番組でありました。

要は、大都市は、これから医療とか介護、人材の大幅な不足が見込まれる

けども、一方、地方は高齢者の減少、医療、介護関係の職を失う人がふえ

てくるというようなことが述べられておりました。「消滅可能性都市」と

大きく踊った報道見出しが非常にインパクトが強かったということ、こ

の結果について異を唱える県知事もいられたようですけども、今、町長が

答弁ございましたように、一方で、創成会議は、対応策である「ストップ

少子化地方元気戦略」を打ち出しているわけでございます。既に、この提

言については、先ほど町長の答弁でもありましたとおり、目を通されてい

ることと思いますけども、本町の第５次総合計画後期基本計画策定年度

に当たるわけで、この時期を逸することなく、この取り組み可能な事項を

反映させることを提案しますが、考えをお伺いしたいと思います。 

町     長  先ほども答弁をさせていただきましたように、この問題は、後期基本

計画の中へ当然盛り込まなければならないとは考えてますが、やはり安

直なものであってはならないのではなかろうかなというように思います

し、私は、ある機関を通じながら少し検討させていただいて、具体なも

のを示していきたいと思います。しかしながら、後期基本計画において

は、当然定住促進だとか、若い人たちに定住を図っていくにはどうした

らいいのか、その辺について、教育の問題どうするのがいいのかという

ようなこと、子育て会議をどうするのかというようなことも当然折り込

んで計画の中へ入れていくわけでございます。しかしながら、具体の事

案につきましては、各広い意見を、若い人の意見も聞きながら、魅力あ

る町はどうなんだというようなことを取り組んでまいりたいというよう

に考えてございます。 

１  ０  番  それでは再質問に入ります。 



２つ目ですけども、この問題に関して、東京23区には、豊島区が消滅可

能性都市ということで発表されております。区長は、消滅に至る兆候はな

いということをおっしゃっているわけですけども、風評被害の防止も含

め、対応を検討するため、緊急対策本部を設置しましたということですけ

ども、これは区長の声明が第一の風評被害の防止策であって、対策本部の

設置は、発表を真摯に受けとめた上での対応であると感じておりますけ

ども、本町においても参考にすべきと考えますが、見解についてお伺いし

たいと思います。 

町     長  この問題につきましては、東京都内23区は、それぞれみんな課題をお

抱えになって、世田谷区の2050年問題等も大きな問題だと、また近年、

中央区の月島あたりは小学校が足らないというような状況があったりと

いうようなこと、東京の問題いろいろあろうかと思います。この風評被

害を対策することよりも、やはり内容がどうであるかということのほう

が必要じゃなかろうかなと思いますし、豊島区あたりは大きな自治体で

ありますから、行政から区民の皆さん方にいろんなものを伝えるにおい

ても、なかなか伝わりづらい点があろうかと思います。大井町におきま

しては、１万7,000強の小さい町でございますから、ある面では、町の

考え方とか、いろんな施策だとかというものをすぐ町民の皆さん方に発

信すれば御理解いただけるのではなかろうかなと思いますので、風評被

害を打ち消すことよりも、私は定住促進だとか、若い人たちがどんなこ

とを望んでいるのかというようなことをお伺いしながら、施策として生

かしていく、早期に打ち出していくというようなことのほうが必要じゃ

なかろうかなと。私は、これは風評被害を対策とするんであるのは大都

市の施策の一つじゃなかろうかなというような認識を持っております。

もっと小回りを利かせて、早期に解決できるようにやってまいりたい

と、そんな考えでございます。 

１  ０  番  先ほども定住促進ということでありますけども、若年女性が50％以上

減少するというと、出生率が上昇しても人口維持は困難ということにな

っております。そこで、大井町の場合に10年後、あるいは20年後、この

20歳から39歳ぐらいの女性がどのぐらい比率を占めるのかというのがあ

ると思うんですけども、この辺について細かく分析をされているかどう

か、ちょっとお伺いしたいと思います。 

企画財政課長  細かい分析をされているかと申し上げますと、そこまで細かい分析は

していないのですけれども、単純に今まであるデータと、今回発表のあ

ったデータとの比較まではございます。22年の１月１日の20から39歳ま

での女性の人数は2,325人になっております。それに対しまして、創成



会が発表しましたのが1,137人です。ですから、これでいきますと、マ

イナスの50.8％ということになります。もう１つ、厚生省が発表してい

る、最初の質問にありました1,000人違う、通常、見込みの中では1,342

人、マイナスの42.0％というような状況であると、一応分析はしており

ます。以上です。 

１  ０  番  今の数字については、発表されてるということでわかったんですけど

も、後期の基本計画に盛り込むということ、町長答弁されましたけど

も、今の推計を盛り込むとすると、いろいろな手だてを講じないといけ

ないと思うんですけども、具体的に、その年齢層に対して非常に厚く支

援する、いろいろの例はあると思うんですけど、町として、今の財政状

況から考えて、続けていくのはかなり難しい部分はあろうかと思うんで

すけども、具体的に、先ほどちょっと出ました定住促進も一つの方法だ

と思うんですけども、それらのものがあるかどうかお伺いしたいと思い

ます。 

企画財政課長  総合計画の後期基本計画につきましては、平成28年から32年までの間

の計画策定でございます。実はきのう、その総合計画策定に当たりまし

て支援を受ける民間の業者さんのプロポーザルの方式で事業者を選定さ

せていただいたんですけども、その中でもいろいろ、こちらの考え、民

間のそういうシンクタンクの考え、合わせますと、やはりこれからは、

人口の大幅な増加は見込めないけれども、大井町にはまだいろいろ土地

区画整理、あるいは、ほかの要素で増加するものも見えると。いいもの

もたくさんあるし、課題もあると。総合計画で人口を想定して、それに

向かってという計画のつくり方というのは、どこの団体もこれからは難

しいんじゃないかという考えも出ておりました。ですから、実際その業

者が決まって、これから町民アンケート、皆様にアンケートをお願いし

て、大井町のいいところ、伸ばしたいところ、課題、こういうところを

浮き彫りにして、どういう計画を立てていくかということを行政はもち

ろんやるわけですけども、町民の皆さんも一緒に知恵を出していただい

て、どういう町にしていくのが一番いいのか。その中で、若い若年層の

女性をいかにとどまっていただくか、あるいは、外から入り込んでいた

だくか、そういう施策をいろいろと積み上げていきたいと、そういうふ

うに考えておるところです。 

１  ０  番  今、区画整理事業で（反訳不能）、それから宅地開発が進む、それか

ら民間で1,000人程度という、先ほど町長の答弁ありました。これは非

常に、これからのあれにはいいことだと思うんですけども、ただ、その

中で、今企画財政課長が言われましたけども、いい面ばっかりじゃない



というふうにも思うんですけども、大井町である独特のよさというもの

を生かしながら、町民の皆さんのアンケート聞きながらやっていくとい

うことで、非常にやり方としてはすばらしいと思うんですけど、障害に

なるものが、その中で発生しないとも限らないと思うんですけども、第

一生命移転して、そういう大きいことはないよとおっしゃるかもしれま

せんけども、これからのあれを考えた場合に、そういう危惧は一つもな

いかどうか、その辺についてお伺いしたい。 

企画財政課長  将来的な課題というのは、おっしゃったような企業の誘致ですとか、

人口の減少問題ですとか、また社会保障に関する費用が増嵩してくると

か、いろんな面で財政的な心配というのはあります。国が交付税をだん

だん削減していくような方向もありますし、法人税に対しても直接国が

吸い上げるというような動きもありますので、その辺の心配はあるんで

すが、まだ具体的に数字が出るものでもございませんし、ただ心配して

てもしょうがないというところもあります。逆にメリットとして考えら

れるのは、地理的条件ですとか気候ですとか、風土ですとか民度ですと

かいろいろあると思います。そういうものを今どんどん活用して地域づ

くりをするというのが主流になっております。ですから、それは行政だ

けではできませんし、地域の皆さん、町民の皆さんの知恵と力を借りな

いとできない。そういうものをあわせて計画づくりをしていこうという

ようなところで、おっしゃる課題とか心配というのは個々にはあるんで

すけども、それを今、そこから始まったら何も進まないというところが

ありますので、その辺御理解いただきたいと思います。 

１  ０  番  今まで話を聞く中で、大井町が消滅可能性都市にならないように、そ

うなることはないだろうということで話を伺い、これからいろいろ財政

状況鑑みて、今言われましたことも含めまして、非常に大事なことだと

いうふうに私も思っておりますので、ぜひその辺のところを強力に町長

中心に進めていただいて、人口減に歯どめをかけていただきたいという

ふうに思います。 

以上、ちょっと早いんですけども、私の質問を終わりにさせていただき

ます。 

 


